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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

（１）基本的な考え方

　　　当社は、株主をはじめとする利害関係者の方々に対して、経営の透明性並びに経営の効率性を確保することをコーポレートガバナンスの基

　　　本としています。

　　　また、当社グループの「使命」「事業目標」「経営方針」等を定めたミッション・ステートメントを策定し、その指針に沿って行動することにより、

　　　企業価値の向上に努めています。

（２）当社におけるコーポレート・ガバナンスの基本的体制

　ａ．当社は、監査役制度、監査役会制度を採用しています。当報告書提出日現在、当社の監査役会は、常勤監査役　松下謹二（監査役会の議

　　　長）、監査役　介川康弘、社外監査役　部谷由二、社外監査役　松永守央の４名で構成されています。非常勤の監査役である介川康弘、部

　　　谷由二及び松永守央は、取締役会及び監査役会に出席して、当社グループの重要な意思決定に関して客観的な視点から意見・指摘を行っ

　　　ています。監査役会は、原則月１回開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い又は決議をしています。

　　　当報告書提出日現在、当社の取締役会は、代表取締役社長　江川和宏（取締役会の議長）、取締役　副島匡和、取締役　本田雅也、取締

　　　役　髙須俊和、取締役　吉田猛、取締役　小西淳平、社外取締役　宇佐見昇、社外取締役　西村松次、社外取締役　道永幸典の９名で構成

　　　されています。非常勤の取締役である宇佐見昇、西村松次及び道永幸典は、取締役会に出席して、当社グループの重要な意思決定に関し

　　　て客観的な視点から意見・指摘を行っています。取締役会は、原則月１回開催し、会社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督し

　　　ています。

　　　また、当社は、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能の分離を可能にし、取締役会の意思決定機能、監督機能を高めるとともに、

　　　業務執行の迅速化かつ効率化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しています。

　　　当社としては、これらの体制により、社外からのチェック機能が十分に働き、また、十分に取締役会の監督機能が担保されていると判断して

　　　います。

　　　なお、代表取締役社長の諮問機関として、経営基本方針、重要な業務執行事項等の審議・報告を目的とした経営会議を設置しています。経

　　　営会議は、定期的に（原則月２回）、また必要の都度開催しています。経営会議は、代表取締役社長　江川和宏を議長として、常勤取締役

　　　（副島匡和、本田雅也、髙須俊和、吉田猛、小西淳平）及び代表取締役社長が指名する者をもって構成されています。また、常勤監査役は、

　　　経営会議へ出席し意見を述べることができるものとしています。経営会議に付議された事項のうち決定を要する事項は、その審議を経て代

　　　表取締役社長が決定しますが、取締役会決議事項に該当するものは、別途取締役会の決議を要することとしています。取締役会決議事項

　　　に該当しないものについては、決裁伺規程に従って手続きを行うこととしています。経営会議審議事項・報告事項のうち、取締役会報告事項

　　　に該当するものは、別途取締役会への報告を要することとしています。

　ｂ．役員の報酬・指名等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の諮問会議（役員報酬諮問会議、役員人事

　　　諮問会議）を設置しています。諮問会議は、定期的に（役員報酬諮問会議、役員人事諮問会議をそれぞれ原則年１回）、また必要の都度開

　　　催しています。諮問会議は、代表取締役社長　江川和宏を議長として、社外役員（社外取締役　宇佐見昇、社外取締役　西村松次、社外取

　　　締役　道永幸典、社外監査役　部谷由二、社外監査役　松永守央）をもって構成されています。役員報酬諮問会議では、役員報酬の基本方

　　　針に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。役員人事諮問会議では、取締役・監査役候補者の指名及び経営陣幹部の選

　　　定に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。

　ｃ．当社グループは、本報告書のＩＶ-1「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に記載している内部統制システム、リス

　　　ク管理体制及びグループ会社の業務の適正を確保するための体制を整備し、それらに関する社内規程に基づいて、内部統制システムの運

　　　用、リスクの管理及びグループ会社の業務の適正の確保を行っています。

　ｄ．当社におけるコーポレート・ガバナンスの具体的な取り組み、状況につきましては、本報告書の各項目をご参照ください。

（３）サステナビリティを巡る取組みについての基本的な方針

　　　当社は、取締役会において「サステナビリティ活動基本方針」を制定しました。当該基本方針に則り、ESG（環境、社会、ガバナンス）に関する

　　　積極的かつ能動的な対応を行い、社会的責任を果たすことで、持続可能な社会の形成に貢献してまいります。また、人的資本・知的財産を

　　　はじめとする経営資源の配分や、事業ポートフォリオに関する戦略の実行が当社グループの持続的な成長に資するよう、取締役会において

　　　実効的に監督を行います。当該基本方針の内容については、当社ホームページをご参照ください。

　　　https://www.krosaki.co.jp/

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４－１０－１】（取締役の指名・報酬等に関する検討に当たっての関与・助言）

　2022年より、役員人事諮問会議で多様性やスキルの観点を含めた審議を実施する予定です。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】（政策保有株式）

　１．政策保有株式に関する方針

　　　当社は、取引先との安定的・長期的な取引関係の構築、業務提携、協働ビジネス展開の円滑化又は強化等の観点から、当社グループの中

　　　長期的な企業価値向上に資すると判断される場合に、当該取引先等（投資先企業）の株式等（政策保有株式）を取得し、保有することができ

　　　るものとします。これに適合しない政策保有株式は、縮減を図るものとします。

　２．個別の政策保有株式に係る保有適否検証内容

　　　当社は、個別の政策保有株式（有価証券報告書での記載が求められている特定投資株式及びみなし保有株式）について、ⅰ．個別の政策

　　　保有株式を保有することが当社グループの中長期的な企業価値向上に資するか否か、ⅱ．投資先企業における重大な不祥事発覚の有無、

　　　ⅲ．投資先企業と当社グループとの取引関係の重大な変動（当社グループに悪影響を及ぼすもの）の有無、ⅳ．投資先企業の無配継続の

　　　有無、ⅴ．投資先企業の損益状況、ⅵ．投資先企業の自己資本利益率の推移の観点から評価基準を設定し、毎年５月に開催される取締役

　　　会において、その保有の適否を検証することとしています。

　　　2020年度末において保有している政策保有株式については、2021年５月24日開催の取締役会において検証を行いました。その結果、保有

　　　目的が希薄化している一部の株式については、「保有否」と判断し、保有を取り止め、売却の方向で検討することとなりました。それ以外の株

　　　式については、「保有適」と判断し、保有を継続することとなりました。

　３．政策保有株式の議決権行使基準

　　　政策保有株式に係る議決権については、当社グループ及び投資先企業の株主価値の向上に資するものか否かを判断したうえで、適切に行

　　　使します。具体的な賛否等判断基準は内規に定めていますが、その内容の概要は次のとおりです。

　　　　［賛否等判断基準］

　　　　　当社は、政策保有株式に係る議決権を行使するにあたっては、原則、賛成で議決権を行使します。ただし、以下の各号のいずれかの事

　　　　　情がある場合には、議案ごとに、総合的な判断に基づいて賛成、反対又は棄権を決定します。

　　　　　１）投資先企業グループで重大な不祥事が発覚

　　　　　２）投資先企業グループと当社グループとの取引関係に重大な変動（当社グループに悪影響を及ぼすもの）あり

　　　　　３）投資先企業の無配が過去３期継続

　　　　　４）支配権の異動や大規模な希釈化をもたらす資本政策に関わる議案

　　　　　５）投資先企業の連結経常損失又は親会社株主に帰属する当期純損失が過去３期継続

　　　　　６）投資先企業の過去５期平均の連結自己資本利益率が５％未満（直近年度の連結自己資本利益率が５％以上である場合は除く。）

【原則１－７】（関連当事者間の取引）

　当社は、損益に一定額以上の影響を及ぼす取引を実行するにあたっては取締役会に付議しており、関連当事者（役員や主要株主等）との取引

　についても同様の手続きを経ることで、当該取引が当社及び株主共同の利益を害することのないよう、体制を整備しています。

　当社と取締役との取引については、各取引内容を調査のうえ、利益相反取引又は競業取引に該当する場合には、法令及び取締役会規程に基

　づき、取締役会での承認と報告を行い、いずれの取引も会社に損害を与えるものではないことを確認します。

【補充原則２－４－１】（多様性の確保）

　１．多様性確保に関する考え方

　　　当社は、社員一人ひとりの人間性を尊重し、日頃の業務における従業員間の協働や職場における対話活動を通じて個性を歓迎する風土を

　　　創り、豊かな価値を創造・提供していきたいと考えています。あらゆる人権の尊重は企業活動の基本であり、当社は、国籍、人種、宗教、思

　　　想信条、性別、年齢、性的指向、障がいの有無等に基づく不当な差別の排除に努めています。

　　　当社を取り巻く環境が変化する中、将来に亘って産業の発展を支え、社会の繁栄に貢献し「鉄と産業を支える世界第一級の総合セラミックス

　　　企業」を目指して成長し続けるためには、当社で働く従業員が相互に多様な価値観を受入れ、生産性高く持てる力を最大限に発揮し、誇りと

　　　やりがいを持って活躍できることが重要であるとの認識に立ち、ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の取り組みを強化しています。

　　　具体的には、経営会議及び取締役会において、社としてD&I施策に取り組んでいくことをオーソライズし、各種施策の浸透・活用状況につい

　　　て具体的な目標・管理指標（KPI）を設定するとともに、D&I施策を主管する部署を明確にすることで取り組みを加速させていきます。

　２．多様性確保の自主的かつ測定可能な目標とその状況

　　　女性活躍推進に向け、これまで整備してきた各種制度や環境を基盤に、キャリアパスを通じて女性従業員が能力を発揮し続けることを支援

　　　し、指導的な立場へのより一層の登用を目指して以下の目標を設定しています。

　　　　【目標】

　　　　　2030年には管理職に占める女性の割合を現在（2021年現在19人（2.9％））の1.5倍以上とし、その後早期に2～3倍とすることを目指す。

　　　なお、当社の採用活動については人物能力本位を旨とし、国籍を踏まえた採用は実施していません。外国籍の社員についても日本人社員

　　　と同様の配置育成を行っており、国内外にて活躍しています。今後も現状を維持し、人物能力本位での採用・登用を実施します。

　　　また、中途採用者については、職場のニーズや戦力構成に応じ必要な採用を行い、管理職への登用についても新卒採用者と分け隔てなく

　　　行っています（管理職における中途採用者の割合は管理職全体の約３割に達しています）。今後も現状を維持し、必要に応じた中途採用及

　　　び登用を実施します。

　　　今後は、現在進行中の「黒崎播磨グループ2025経営計画」の達成や、カーボンニュートラル目標（2030年度に当社CO2排出量を2013年度比

　　　で50％削減）の達成に向けて、引き続き、多様な人材が個人の能力を最大限に発揮できる組織づくりと人材育成に取り組みます。

　３．多様性確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況

　　　当社は、経営理念に相当するものとしてミッション・ステートメントを定めており、その中で「私たちの誇り（いわゆる行動規範に相当）」として

　　　「個性を歓迎する風土」を、「経営方針」として「社員一人ひとりの人間性を尊重し、成長と自己実現の機会を提供」することを定め、事業目標

　　　「世界一の顧客価値の実現」を達成することを目的に、最重要経営資源である人材の多様性確保と育成・能力開発を推進しています。

　　　具体的には、毎年「人材育成・能力開発計画」を策定し、その中で１）日々の業務実践を通じた人材育成（上司と部下が顔を合わせて業務を

　　　遂行する中で、業務に関する日々の対話を重ねながら、個々の判断力や業務スキルを向上させる。）、２）外部機関を用いての一般的な能

　　　力・スキルの習得（個々の従業員の職種・階層に応じた能力・組織力向上のための外部人材による研修の受講）の仕組みを両立して運用し

　　　ています。

　　　教育訓練実施時間実績は、2020年度で約17千時間（10時間/年・人平均）となっています。

【原則２－６】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

　当社の確定給付年金制度は、規約型です。当社は、確定給付年金に係る積立金の管理及び運用が従業員の安定的な資産形成に加えて、当

　社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、担当部署が運用機関に対するモニタリングを実施しています。

　また、運用コンサルタント会社を活用するなど、専門性・信頼性並びに利益相反の観点において、継続的かつ適切に対応し得るようにしていま

　す。



【原則３－１】（情報開示の充実）

（１）企業理念、経営戦略・経営計画

　　　経営理念は、「ミッション・ステートメント」として、当社ウェブサイト等で開示しています。経営計画も当社ウェブサイト等で開示し、決算説明会

　　　等において説明しています。

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方・基本方針

　　　本報告書のＩ－１「基本的な考え方」に記載しています。

（３）経営陣幹部・取締役の報酬決定の方針・手続

　ａ．報酬決定の方針

　　　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりです。

　　　・基本方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　　　　当社の取締役の報酬等は、現金による月例報酬のみで構成し、当社グループの持続的な成長と企業価値向上のためのインセンティブを

　　　　付与すべく、固定報酬としての基本報酬及び業績連動報酬等とする。

　　　　具体的には、求められる能力及び責任に見合った水準を勘案して役位別に基本報酬の指数を定め、基本報酬の額を算出する。これに、

　　　　当社の連結経常損益に応じた業績加算を行ったうえで、株主総会で承認を得た限度額の範囲内で各取締役に係る報酬等の額を決定す

　　　　る。

　　　　ただし、監督機能を担う非常勤取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみとする。

　　　・業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

　　　　業績連動報酬等に係る指標は、本業を含めた事業全体から得る利益であり、企業全体の業績評価を示す各連結会計年度の連結経常損

　　　　益とする。

　　　　基本報酬に乗じる業績加算率は、以下の計算式で算出する。

　　　　業績加算率＝連結経常利益額÷業績加算目標連結経常利益額×一定の指数

　　　・金銭報酬等の額又は業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　　　　基本報酬の額と業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合は、基本報酬に乗じる業績加算率によって変動する

　　　　ものとする。

　　　・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　　　　株主総会の決議により、取締役の報酬等の額の上限を定めたうえで、取締役会の決議により、取締役の報酬等の具体的配分について

　　　　は、当社の取締役年収内規に従い、代表取締役社長の裁定に一任する。その権限の内容は、代表取締役社長による各取締役（非常勤取

　　　　締役を除く。）の業績の評価及び査定に基づく取締役の報酬等の具体的配分とする。

　　　　役員報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の諮問会議（役員報酬諮問会議）を設置する。同

　　　　会議は、定期的に（原則年１回）、また必要の都度開催する。同会議は、代表取締役社長を議長として、代表取締役社長が指名する社外

　　　　役員をもって構成する。同会議では、役員報酬等の基本方針に関する事項について審議し、取締役会に答申する。

　ｂ．報酬決定の手続

　　　株主総会の決議により、取締役の報酬額の上限を定めたうえで、取締役会の決議により、取締役の報酬の具体的配分については、当社の

　　　取締役年収内規に従い、代表取締役社長の裁定に一任することとしています。

（４）取締役・監査役候補の指名及び経営陣幹部の選定・解任の方針・手続

　ａ．指名方針

　　　取締役・監査役候補の指名及び経営陣幹部の選定については、各人がその役割・責務を適切に果たし、当社グループの経営課題に的確に

　　　対応しうる最適な体制となるよう、個々人の経験・識見・専門性はもとより、取締役会や監査役会全体としての規模やそれを構成する候補者

　　　のバランス（社外役員の員数を含む。）を考慮することを方針とします。

　ｂ．指名手続

　　　代表取締役社長及び代表取締役社長が指名する社外役員５名からなる役員人事諮問会議を設置しています。同会議において、当社の取

　　　締役・監査役の指名及び経営陣幹部の選定に関する事項について審議し、取締役会に答申のうえ、取締役会で決議することとしています。

　　　なお、監査役候補者の指名については、別途、監査役会の同意を得ることとしています。

　ｃ．代表取締役社長の解任の方針・手続

　　　代表取締役社長が、その資質、行動、健康状態等により、機能を発揮することができないと認められるときは、取締役会の決議で解任しま

　　　す。

（５）経営陣幹部の選解任、取締役・監査役候補者の指名についての説明

　　　代表取締役社長の選解任が生じたときは、適時開示資料に選解任の理由を記載します。また、株主総会招集通知（株主総会参考書類）に

　　　て、取締役・監査役候補者の個々の指名についての説明を実施しています。

【補充原則３－１－３】（サステナビリティについての取組み等の開示）

　当社の企業理念を宣言したミッション・ステートメントに則り、ステークホルダーと良好な関係を築きグループ企業価値を長期安定的に向上させ

　ていくために、当社の技術と事業活動を通じた持続可能な社会実現への取組みについて「マテリアリティ」として定め、これを基に「サステナビリ

　ティ活動基本方針」を制定しました。マテリアリティと当該基本方針の内容については、当社ホームページをご参照ください。

　https://www.krosaki.co.jp/

　人的資本については、マテリアリティのうち「人材育成」として、人材の育成だけではなく、従業員が能力を存分に発揮し輝ける環境の整備や、

　多様な働き方への対応を積極的に行ってまいります。また、知的財産については、マテリアリティのうち「「熱を操る技術」による気候変動対策

　の推進」として、技術にまつわる知的財産の拡大及び活用を進めてまいります。

【補充原則４－１－１】（経営陣に対する委任の範囲の概要）

　当社は、投融資を含む重要な財産の処分及び譲受け、重要な使用人の選解任、重要な組織の設置・変更・廃止等、法令・定款において取締役

　会で決議すべきものと定められた事項について、取締役会規程において具体的に取締役会の決議事項と定め、これら以外の事項に係る意思

　決定は、取締役社長又は執行役員、部門長にそれぞれ委任しています。

【原則４－９】（独立役員の独立性判断基準）

　社外役員（社外取締役及び社外監査役）の独立性については、当社が上場する金融商品取引所が定める独立性基準に従って、その有無を判

　断します。

【補充原則４－１１－１】（取締役会の構成についての考え方）

　経営環境の変化に応じた機動的な意思決定と実効性のあるコーポレート・ガバナンスの仕組みを整えるため、取締役会は、当社グループの事

　業内容や経営課題に適した規模とし、取締役会全体としての経験・識見・専門性のバランスや多様性にも考慮したメンバー構成にします。

　定款に定める取締役の定数は10名以内、監査役の定数は４名以上５名以内ですが、現在、取締役９名（うち社外取締役３名）、監査役４名（う

　ち社外監査役２名）を選任しています。

　なお、取締役のスキル・マトリックスは株主総会招集通知（株主総会参考書類）に記載しています。



【補充原則４－１１－２】（取締役・監査役の兼任状況）

　当社は、取締役・監査役候補者の決定にあたり、他の上場会社の役員との兼任状況等、各候補者がその役割・責務を適切に果たすことができ

　る状況にあることを確認しています。取締役・監査役の他の上場会社の役員との兼任状況については、株主総会招集通知（株主総会参考書

　類）、事業報告、有価証券報告書等において、毎年開示を行うこととしています。

【補充原則４－１１－３】（取締役会全体の実効性についての分析・評価の結果の概要）

　当社は、取締役及び監査役に対し、取締役会の運営をはじめとする取締役会全体の実効性に関するアンケートを定期的に実施することとして

　います。

　アンケートの集計結果は、毎年、取締役会に報告し、当該取締役会において、取締役会の実効性について分析・評価を行うこととしています。

　・2020年度の取締役会全体の実効性についての分析・評価の結果の概要

　　取締役会において取締役会全体の実効性について分析・評価を行うにあたり、事前に、取締役・監査役に対し、2020年度の取締役会の実効

　　性に関する自己評価アンケートを実施しました。当該アンケートでは、取締役会の構成・運営等に関し23項目の質問を設けて、各自の意見を

　　ヒアリングしました。

　　自己評価アンケートの結果及び取締役会における分析・評価の結果、当社の取締役会全体の実効性は概ね有効であるとの結論に至りまし

　　た。

　　また、自己評価アンケートの集約結果やそれに基づく議論を踏まえて、様々な観点（取締役会の構成、取締役会での発言・議論、経営戦略・

　　計画等を踏まえた建設的な議論、業務執行者に対する監督機能、取締役間の相互監視、役員のトレーニングの機会確保、社外取締役・監

　　査役（社内・社外）相互間の連携確保、取締役会付議事項の事前説明、役員人事諮問会議・役員報酬諮問会議のあり方）から施策を取りま

　　とめており、それらを実行することで、取締役会のさらなる機能向上に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２】（取締役・監査役に対するトレーニングの方針）

　１．社内取締役・社内監査役が新たに就任する際には、役員の一般的な役割・責務に関する講義や研修を行います。

　２．社外取締役・社外監査役が新たに就任する際には、当社グループの事業内容の説明や製造拠点の視察を実施します。

　３．就任後も、法令等の改正や社会情勢の変化等があった場合、必要に応じて、講義や研修を行います。

　４．社外取締役・社外監査役に対して、当社グループの課題等について、必要な情報提供を行います。

【原則５－１】（株主との建設的な対話に関する方針）

　１．株主・投資家のみなさまとの対話については、総務部門を管掌する取締役が統括し、建設的な対話の実現に向けて社内体制を整備し、活動

　　　の充実を図ります。

　２．対話については、総務部門が窓口となり、建設的な対話に向けた企画運営を行います。また、総務部門は、関係部門と情報共有しながら、

　　　対話の内容について検討します。

　３．個別面談以外の対話の手段としては、機関投資家・アナリスト向けに、原則年２回、取締役社長を説明者とする決算説明会を実施します。ま

　　　た、当社のウェブサイトに株主・投資家向けのページを設け、非財務情報を含む経営に関する重要な情報を積極的にかつ適時・適切に開示

　　　します。

　４．個別面談を含む対話の機会で得られた株主・投資家のみなさまからのご意見等については、適宜、取締役会 、取締役社長、関係部門へ

　　　フィードバックし、その内容の共有を図ります。

　５．ディスクロージャーポリシーを定め、沈黙期間（四半期・通期決算期日の翌日から当該決算の発表までの期間）中は株主・投資家のみなさま

　　　との対話を制限させていただくとともに、個別面談時は原則２名以上で対応することにより、対話に際してのインサイダー情報の漏えい防止

　　　を徹底します。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本製鉄（株） 3,908,001 46.40

（株）日本カストディ銀行 897,247 10.65

日本マスタートラスト信託銀行（株） 550,100 6.53

RE FUND 107-CLIENT AC 200,000 2.37

（株）福岡銀行 185,928 2.21

東邦瓦斯（株） 70,894 0.84

（株）安川電機 70,078 0.83

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 64,681 0.77

日本生命保険相互会社 54,049 0.64

BBH LUX/DAIWA SBI LUX FUNDS SICAV-DSBI JAPAN EQUITY SMALL CAP ABSOLUTE VAL

UE
50,000 0.59

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 日本製鉄（株）　（上場：東京、名古屋、札幌、福岡）　（コード）　5401

補足説明

・持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

・ （株）日本カストディ銀行及び日本マスタートラスト信託銀行（株）の持株のすべては、信託業務に係る株式です。

・上記のほか、当社所有の自己株式692,478株があります。

　なお、この自己株式数は株主名簿上の株式数であり、2021年９月30日現在の実質的な所有株式数は692,378株です。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、福岡 既存市場

決算期 3 月

業種 ガラス・土石製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

（１）支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　　　親会社との取引については、当社の一般的な取引と同様の条件で行います。これにより、少数株主に不利益を与えることがないよう、適切に

　　　対応します。

（２）親会社との間の取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

　　　当社は、親会社への当社製品販売、親会社からの請負、親会社からのエネルギー購入等の取引を行っています。

　　　これらの取引については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定していま

　　　す。

（３）親会社との間の取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断及びその理由

　　　親会社との取引は、当社の一般的な取引と同様の条件でなされており、当社の利益を害していないと、当社取締役会は判断しています。



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

（１）親会社からの独立性確保に関する考え方・施策等

　　　日本製鉄（株）は、当社の総株主の議決権の46.95％（間接所有分0.05%を含む。2021年３月31日現在）を所有する当社の親会社であり、同社

　　　からグループの方針等についての提示はありますが、当社グループが独自の事業活動を行うに当たっての制約はないものと考えています。

　　　日本製鉄（株）の企業グループは、当社グループの大口かつ安定した取引先であり、同社の企業グループに対する売上比率が約47.0％（連

　　　結、2021年３月期）と高いため、当社グループの業績は、同社の企業グループの製鉄事業の動向に大きく依存する状況にあります。

　　　当社グループは、独自の研究開発、購買、製造、販売活動を行い、同社の企業グループと取引しています。同社の企業グループとの取引

　　　条件については、市場価格、総原価を勘案して当社グループの希望価格を提示し、各企業と個別に価格交渉のうえ、一般的取引条件と同

　　　様に決定しています。

　　　当社の親会社である日本製鉄（株）から、当社が独自の事業活動を行うに当たっての制約はなく、また、同社の企業グループとは対等の立

　　　場で取引条件の決定を行うなど、同社からの独立性が確保されているものと考えています。

（２）親会社におけるグループ経営に関する考え方及び方針

　　　当社の親会社である日本製鉄（株）は、事業戦略を共有し深い連携に基づいて事業を行っていく会社及び同社の競争力維持にとって必須の

　　　機能を有する会社をグループ会社としており、グループ会社には、グループ内における各社のミッションを遂行するとともに、グループの一員

　　　として、グループ企業価値の最大化並びにグループ全体としての競争力強化を目指し、自律的な経営を行うことを求めています。

（３）親会社と締結している当社の重要な財務及び事業の方針に関する契約等の内容の概要

　　　該当事項はありません。

（４）コーポレートガバナンス・コードにより「説明」が求められている事項への対応状況

　　　【原則１－３】

　　　　資本政策の基本的な方針は、有価証券報告書に記載しています。

　　　【原則４－１－２】

　　　　事業報告、有価証券報告書、IR決算説明会資料において、経営計画の進捗状況の概要を記載しています。

　　　【原則５－２】

　　　　資本政策の基本的な方針は、有価証券報告書で継続的に説明しています。また、経営計画の目標実現のための取組については、IR決算

　　　　説明会資料の経営計画説明項目において、一定の説明を行っています。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

宇佐見　昇 他の会社の出身者 △

西村　松次 他の会社の出身者 ○

道永　幸典 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宇佐見　昇 ○

宇佐見昇氏は、過去10年間において（株）
安川電機の業務執行者（業務執行取締役
）でした。また、2011年６月から2015年６月
まで当社の社外監査役に就任していまし
た。

当社と（株）安川電機との間では、株式の
相互保有の関係がありますが、持株比率
はいずれも1％未満（当社の同社株式持
株比率：0.19％、同社の当社株式持株比
率：0.77％、いずれも2021年３月末時点で
自己株式を控除せずに計算）です。また、
当社と同社との間では、設備保守・点検・
修理発注の取引があり、取引金額は886
万円（単独、2021年３月期）です。

宇佐見昇氏は、2004年６月から2016年６月まで
（株）安川電機の取締役として経営に携わって
きました。また、2011年６月から2015年６月まで
当社の社外監査役に就任していました。この経
歴を通じて培ってきたマネジメントに関する知見
・経験及び当社に関する知見を当社の経営の
監督に活かしていただくことが期待できるため
、社外取締役としています。

また、当社は、役員の報酬・指名等に係る取締
役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強
化するため、任意の諮問会議（役員報酬諮問
会議、役員人事諮問会議）を設置しており、同
氏には、その委員として役員の報酬・指名のプ
ロセスに関与していただくことも期待しています
。

当社と（株）安川電機との間では、株式の相互
保有の関係がありますが、持株比率はいずれ
も1％未満（当社の同社株式持株比率：0.19％、
同社の当社株式持株比率：0.77％、いずれも20
21年３月末時点で自己株式を控除せずに計算
）と僅少です。また、当社と同社との間では、設
備保守・点検・修理発注の取引があり、取引金
額は886万円（単独、2021年３月期）ですが、こ
の取引は、当社及び同社の事業規模に比して
僅少です。よって、上記の関係は、同氏の独立
性に影響を与えるものではないと考えており、
当社としては、一般株主と利益相反が生じるお
それはないと判断し、同氏を独立役員として指
定しています。

なお、社外取締役は、取締役会に出席して、当
社グループの重要な意思決定に関して客観的
な視点から意見・指摘を行っています。

また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含
む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締
役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査
役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」
を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うこ
とにより、内部統制システム、リスク管理体制
及びグループ会社の業務の適正を確保するた
めの体制の整備・運用状況に関する認識の共
通化を図っています。この連絡会には、年に１
回、会計監査人も出席し、社外取締役及び社
外監査役は、会計監査人より監査状況の報告
、意見等を受けています。



西村　松次 ○

西村松次氏は、過去10年間及び現在にお
いて（株）九電工の業務執行者（業務執行
取締役）です。

当社と（株）九電工との間では、電気工事
発注の取引の取引があり、取引金額は14
万円（単独、2021年３月期）です。

西村松次氏は、2004年６月から2008年６月まで
と、2009年６月から（株）九電工の取締役として
経営に携わっています。この経歴を通じて培っ
てきたマネジメントに関する知見・経験を当社
の経営の監督に活かしていただくことが期待で
きるため、社外取締役としています。

また、同氏には、役員報酬諮問会議及び役員
人事諮問会議の委員として役員の報酬・指名
のプロセスに関与していただくことも期待してい
ます。

当社と（株）九電工との間では、電気工事発注
の取引があり、取引金額は14万円（単独、2021
年３月期）です。しかし、この取引は、当社及び
同社の事業規模に比して僅少であることから、
同氏の独立性に影響を与えるものではないと
考えており、当社としては、一般株主と利益相
反が生じるおそれはないと判断し、同氏を独立
役員として指定しています。

なお、社外取締役は、取締役会に出席して、当
社グループの重要な意思決定に関して客観的
な視点から意見・指摘を行っています。

また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含
む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締
役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査
役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」
を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うこ
とにより、内部統制システム、リスク管理体制
及びグループ会社の業務の適正を確保するた
めの体制の整備・運用状況に関する認識の共
通化を図っています。この連絡会には、年に１
回、会計監査人も出席し、社外取締役及び社
外監査役は、会計監査人より監査状況の報告
、意見等を受けています。

道永　幸典 ○

道永幸典氏は、過去10年間及び現在にお
いて西部瓦斯（株）（現　西部ガスホール
ディングス（株））の業務執行者（業務執行
取締役）です。

当社と西部ガスホールディングス（株）との
間では特別の関係はありません。

道永幸典氏は、2016年６月から西部瓦斯（株）（
現　西部ガスホールディングス（株））の取締役
として経営に携わっています。この経歴を通じ
て培ってきたマネジメントに関する知見・経験を
当社の経営の監督に活かしていただくことが期
待できるため、社外取締役としています。

また、同氏には、役員報酬諮問会議及び役員
人事諮問会議の委員として役員の報酬・指名
のプロセスに関与していただくことも期待してい
ます。

当社と西部ガスホールディングス（株）との間で
は特別の関係はないことから、同氏の独立性
に影響を与える事情はないものと考えており、
当社としては、一般株主と利益相反が生じるお
それはないと判断し、同氏を独立役員として指
定しています。

なお、社外取締役は、取締役会に出席して、当
社グループの重要な意思決定に関して客観的
な視点から意見・指摘を行っています。

また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含
む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締
役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査
役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」
を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うこ
とにより、内部統制システム、リスク管理体制
及びグループ会社の業務の適正を確保するた
めの体制の整備・運用状況に関する認識の共
通化を図っています。この連絡会には、年に１
回、会計監査人も出席し、社外取締役及び社
外監査役は、会計監査人より監査状況の報告
、意見等を受けています。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員人事諮問会議 6 0 1 3 2 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬諮問会議 6 0 1 3 2 0
社内取
締役

補足説明

役員の報酬・指名等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、任意の諮問会議（役員報酬諮問会議、役員人事諮問
会議）を設置しています。諮問会議は、定期的に（役員報酬諮問会議、役員人事諮問会議をそれぞれ原則年１回）、また必要の都度開催していま
す。諮問会議は、代表取締役社長　江川和宏を議長として、代表取締役社長が指名する社外役員（社外取締役　宇佐見昇、社外取締役　西村松
次、社外取締役　道永幸典、社外監査役　部谷由二、社外監査役　松永守央）をもって構成しています。役員報酬諮問会議では、役員報酬の基本
方針に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。役員人事諮問会議では、取締役・監査役候補者の指名及び経営陣幹部の選定
に関する事項について審議し、取締役会に答申しています。

なお、委員構成における「社外有識者」に該当する委員は社外監査役２名であり、「委員長（議長）」は代表取締役社長です。

・2020年度における役員報酬諮問会議の活動内容

　2020年５月22日に役員報酬諮問会議（議長：代表取締役社長　江川和宏、委員：社外取締役　藤永憲一、社外取締役　田中優次、社外監査役

　部谷由二、社外監査役　松永守央）を開催し、2020年度の役員報酬の基本方針に関する事項について審議し、取締役会に答申しました。2020

　年６月26日開催の取締役会で、取締役の報酬の具体的配分については、当社の取締役年収内規に従い、代表取締役社長　江川和宏の裁定

　に一任することを決議しました。

　また、2021年２月26日開催の役員報酬諮問会議（議長：代表取締役社長　江川和宏、委員：社外取締役　藤永憲一、社外取締役　宇佐見昇、

　社外監査役　部谷由二、社外監査役　松永守央）に取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の原案を諮問し、その答申を得たうえで、

　その答申内容を尊重して、2021年２月26日開催の取締役会において同方針を決議しました。

・2020年度における役員人事諮問会議の活動内容

　2020年５月22日に役員人事諮問会議（議長：代表取締役社長　江川和宏、委員：社外取締役　藤永憲一、社外取締役　田中優次、社外監査役

　部谷由二、社外監査役　松永守央）を開催し、取締役・監査役候補者の指名に関する事項について審議し、取締役会に答申しました。2020年５

　月22日開催の取締役会で、役員人事を決議しました。

　また、2021年２月26日に役員人事諮問会議（議長：代表取締役社長　江川和宏、委員：社外取締役　藤永憲一、社外取締役　宇佐見昇、社外監

　査役　部谷由二、社外監査役　松永守央）を開催し、取締役候補者の指名及び経営陣幹部の選定に関する事項について審議し、取締役会に答

　申しました。2021年２月26日開催の取締役会で、役員人事を決議しました。



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

１．内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

　　リスクマネジメント部は、内部統制システム、リスク管理体制及びグループ会社の業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況につい

　　て、必要に応じて常勤監査役、会計監査人と意見及び情報の交換を行う等、監査役及び会計監査人との連携をとり、認識の共通化に努めて

　　います。

　　また、リスクマネジメント部は、毎月２回、常勤監査役との連絡会を開催し、内部監査等の業務を通して知り得たリスクマネジメント上の情報に

　　ついて、常勤監査役と意見及び情報の交換を行っています。

　　常勤監査役は、必要に応じてリスクマネジメント部、会計監査人と意見及び情報の交換を行う等、リスクマネジメント部及び会計監査人との連

　　携をとり、認識の共通化に努めています。

　　また、常勤監査役と会計監査人は、定期的（監査計画の説明、四半期レビュー状況説明及び意見交換、年度監査の結果説明及び意見交換、

　　内部統制の整備・運用状況等に関するディスカッション）に、その他必要に応じてコミュニケーションを取っています。

　　なお、四半期に１回、監査役（社外監査役を含む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査

　　役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うことにより、内部統制システム、リスク管理体制及

　　びグループ会社の業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況に関する認識の共通化を図っています。この連絡会には、年に１回、

　　会計監査人も出席し、監査役、内部統制を管掌する取締役及びリスクマネジメント部長は、会計監査人より監査状況の報告、意見等を受けて

　　います。

２．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　　社外取締役は、内部統制システム、リスク管理体制及びグループ会社の業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況に関して、取締

　　役会において報告を受け、意見及び情報の交換を行っています。

　　社外監査役は、監査役会において、常勤監査役より、内部監査の実施状況及び結果、監査役監査の実施状況及び結果並びに会計監査人の

　　職務の執行状況等について報告を受け、意見及び情報の交換を行っています。また、内部統制システム、リスク管理体制及びグループ会社

　　の業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況に関しては、取締役会及び監査役会において報告を受け、意見及び情報の交換を

　　行っています。監査役会には、年に２回、会計監査人も出席し、社外監査役は、会計監査人より監査計画・状況の報告、意見等を受けていま

　　す。

　　また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査

　　役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うことにより、内部統制システム、リスク管理体制及

　　びグループ会社の業務の適正を確保するための体制の整備・運用状況に関する認識の共通化を図っています。この連絡会には、年に１回、

　　会計監査人も出席し、社外取締役及び社外監査役は、会計監査人より監査状況の報告、意見等を受けています。

３．会計監査人の情報

　（１）会計監査人の名称

　　　 有限責任 あずさ監査法人

　（２）2020年度に係る会計監査人の報酬等の額

　　　 ・2020年度に係る会計監査人としての報酬等の額　48百万円

　　　 ・当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　48百万円

　（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　　　 会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人

　　　 を解任します。

　　　 また、会計監査人の監査の継続について著しい支障が生じた場合等には、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再

　　　 任に関する議案の内容を決定します。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

部谷　由二 他の会社の出身者 ○

松永　守央 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

部谷　由二 ○

部谷由二氏は、過去10年間において西日
本鉄道（株）の業務執行者（業務執行取締
役）であり、現在は（株）西鉄ストアの業務
執行者（業務執行取締役）です。

当社と西日本鉄道（株）との間では、運送
発注の取引があり、取引金額は41万円（
単独、2021年３月期）です。

当社と（株）西鉄ストアとの間では特別の
関係はありません。

部谷由二氏は、西日本鉄道（株）の経理・財務
部門における長年の経験を有するとともに、20
08年６月から2021年６月までは同社取締役とし
て、2021年４月からは（株）西鉄ストアの取締役
として経営に携わっています。この経歴を通じ
て培ってきた財務及び会計に関する知見並び
にマネジメントに関する知見・経験を当社の監
査体制の強化に活かしていただくことが期待で
きるため、社外監査役としています。

また、同氏には、役員報酬諮問会議及び役員
人事諮問会議の委員として役員の報酬・指名
のプロセスに関与していただくことも期待してい
ます。

当社と西日本鉄道（株）との間では、運送発注
の取引があり、取引金額は41万円（単独、2021
年３月期）です。しかし、この取引は、当社及び
同社の事業規模に比して僅少であること、また
、当社と（株）西鉄ストアとの間では特別の関係
はないことから、部谷由二氏の独立性に影響を
与えるものではないと考えており、当社としては
、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと
判断し、部谷由二氏を独立役員として指定して
います。

なお、社外監査役は、取締役会及び監査役会
に出席して、当社グループの重要な意思決定
に関して客観的な視点から意見・指摘を行って
います。

また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含
む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締
役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査
役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」
を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うこ
とにより、内部統制システム、リスク管理体制
及びグループ会社の業務の適正を確保するた
めの体制の整備・運用状況に関する認識の共
通化を図っています。この連絡会には、年に１
回、会計監査人も出席し、社外取締役及び社
外監査役は、会計監査人より監査状況の報告
、意見等を受けています。



松永　守央 ○

松永守央氏は、過去10年間において国立
大学法人九州工業大学の業務執行者（理
事等）であり、現在は公益財団法人北九
州産業学術推進機構の業務執行者（理事
長）です。

当社と国立大学法人九州工業大学及び
公益財団法人北九州産業学術推進機構
との間では特別の関係はありません。

松永守央氏は、工学における専門知識と大学
教授及び国立大学法人の理事・学長としての
組織運営の経験を有しています。この豊富な知
見・経験を当社の監査体制の強化に活かして
いただくことが期待できるため、社外監査役とし
ています。

また、同氏には、役員報酬諮問会議及び役員
人事諮問会議の委員として役員の報酬・指名
のプロセスに関与していただくことも期待してい
ます。

当社と国立大学法人九州工業大学及び公益
財団法人北九州産業学術推進機構との間では
特別の関係はないことから、松永守央氏の独
立性に影響を与える事情はないものと考えて
おり、当社としては、一般株主と利益相反が生
じるおそれはないと判断し、松永守央氏を独立
役員として指定しています。

なお、社外監査役は、取締役会及び監査役会
に出席して、当社グループの重要な意思決定
に関して客観的な視点から意見・指摘を行って
います。

また、四半期に１回、監査役（社外監査役を含
む。）、社外取締役、内部統制を管掌する取締
役及びリスクマネジメント部長が出席する「監査
役・社外取締役・リスクマネジメント部連絡会」
を開催し、相互に意見及び情報の交換を行うこ
とにより、内部統制システム、リスク管理体制
及びグループ会社の業務の適正を確保するた
めの体制の整備・運用状況に関する認識の共
通化を図っています。この連絡会には、年に１
回、会計監査人も出席し、社外取締役及び社
外監査役は、会計監査人より監査状況の報告
、意見等を受けています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

１）業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針

　　基本報酬の額と業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合は、基本報酬に乗じる業績加算率によって変動するもの

　　としています。

２）業績連動報酬に係る指標

　　各連結会計年度の連結経常損益

３）当該指標を選択した理由

　　本業を含めた事業全体から得る利益であり、企業全体の業績評価を示す連結経常損益を選択しています。

４）当該業績連動報酬の額の決定方法

　　基本報酬に乗じる業績加算率は、以下の計算式で算出しています。

　　業績加算率＝連結経常利益額÷業績加算目標連結経常利益額×一定の指数



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2020年度（2020年度に係るもの及び2020年度において受け又は受ける見込みの額が明らかとなったもの（過去の事業年度に係る有価証券報告
書に記載したものを除く）。以下同じ。）における取締役（社外取締役を除く。）の報酬等の総額は207百万円（固定報酬152百万円、業績連動報酬5
3百万円、退職慰労金１百万円、対象となる役員の員数７名）です。

なお、上記の取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与等は含まれていません。

2020年度における監査役（社外監査役を除く。）の報酬等の総額は30百万円（固定報酬23百万円、業績連動報酬６百万円、対象となる役員の員
数１名）です。

また、2020年度における社外役員の報酬等の総額は41百万円（固定報酬41百万円、対象となる役員の員数５名）です。

なお、2020年度において、非金銭報酬等は支給していません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

本報告書のＩ－１【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１】（情報開示の充実）の（３）「経営陣幹部・取締役の報酬決定
の方針・手続」に記載していますので、ご参照ください。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役には、必要に応じて取締役会付議事項の事前説明を行います。また、取締役会付議資料及び監査役会付議資料は、
原則開催日の２営業日前に全取締役及び全監査役に送付しています。

取締役会付議資料・議事録の送付等は、総務グループが担当しています。

監査役会付議資料・議事録の送付等は、監査役室が担当しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名



その他の事項

当社は、代表取締役社長であった者が取締役を退任した後、引き続き相談役・顧問に就任する制度を設けていますが、現在は対象者はいません
。相談役の委嘱及び解嘱については、取締役会決議事項としています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

現行のコーポレート・ガバナンス体制の概要、考え方については、本報告書のＩ－１「基本的な考え方」に記載しています。

業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等に係る以下の補足説明及び末尾の模式図と併せてご参照ください。

１．各種組織について

　（１）取締役（会）

　　　 本報告書提出日現在、当社は、社外取締役３名を含む取締役９名で取締役会を構成しています。

　　　 取締役会は、原則月１回開催し、会社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督しています。

　　　 取締役会の議長は、代表取締役社長である江川和宏が務めています。

　　　 なお、取締役会決議事項が決議どおりに履行されることを担保するため、取締役会決議事項のうち、取締役会への経過報告及び執行完了

　　　 時結果報告が必要な事項とその報告の手順を具体的に定めるとともに、取締役会事務局である総務グループが報告要の取締役会決議事

　　　 項についてフォローを実施しています。

　　　 １）取締役会の構成メンバー

　　　　　 取締役９名（常勤取締役６名、非常勤取締役３名（うち社外取締役３名）、女性０名）

　　　 ２）取締役会の活動状況（2020年度）

　　　　　 ・開催回数：13回

　　　　　 ・出席状況：江川和宏100％

　　　　　　　　　　　　　伊倉信彦（2020年６月26日付で取締役退任）100％

　　　　　　　　　　　　　黒田浩太郎（2020年６月26日付で取締役退任）100％、

　　　　　　　　　　　　　奥村裕彦（2021年６月29日付で取締役退任）100％

　　　　　　　　　　　　　副島匡和100％

　　　　　　　　　　　　　本田雅也100％

　　　　　　　　　　　　　髙須俊和100％

　　　　　　　　　　　　　小西淳平（2020年６月26日付で取締役退任）100％、

　　　　　　　　　　　　　加藤久詞（2020年６月26日付で取締役就任、2021年６月29日付で取締役退任）100％

　　　　　　　　　　　　　藤永憲一（2021年６月29日付で取締役退任）92％、

　　　　　　　　　　　　　田中優次（2020年９月５日付で取締役退任）83％

　　　　　　　　　　　　　宇佐見昇（2020年６月26日付で取締役就任）80％

　　　　　　　　　　　　　松下謹二100％

　　　　　　　　　　　　　渡邊崇（2020年６月26日付で監査役退任）100％

　　　　　　　　　　　　　島田秀彦（2020年６月26日付で監査役就任、2021年６月29日付で監査役退任）100％

　　　　　　　　　　　　　部谷由二77％

　　　　　　　　　　　　　松永守央100％

　（２）経営会議

　　　 代表取締役社長の諮問機関として、経営基本方針、重要な業務執行事項等の審議・報告を目的とした経営会議を設置しています。経営会

　　　 議は、定期的に（原則月２回）、また必要の都度開催しています。経営会議は、代表取締役社長　江川和宏を議長として、常勤取締役（副

　　　 島匡和、本田雅也、髙須俊和、吉田猛、小西淳平）及び代表取締役社長が指名する者をもって構成されています。また、常勤監査役は、経

　　　 営会議へ出席し意見を述べることができるものとしています。経営会議に付議された事項のうち決定を要する事項は、その審議を経て代表

　　　 取締役社長が決定しますが、取締役会決議事項に該当するものは、別途取締役会の決議を要することとしています。取締役会決議事項に

　　　 該当しないものについては、決裁伺規程に従って手続きを行うこととしています。経営会議審議事項・報告事項のうち、取締役会報告事項

　　　 に該当するものは、別途取締役会への報告を要することとしています

　　　 なお、経営会議審議事項が社長決裁どおりに履行されることを担保するため、経営会議審議事項のうち、経営会議への経過報告及び執行

　　　 完了時結果報告が必要な事項とその報告の手順を具体的に定めるとともに、経営会議事務局である経営企画部が報告要の経営会議審

　　　 議事項についてフォローを実施しています。

　　　 １）経営会議の構成メンバー

　　　　　 代表取締役社長、常勤取締役及び取締役社長が指名する者

　　　 ２）経営会議の開催回数（2020年度）

　　　　　 39回

　（３）執行役員（会）

　　　 当社は経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能との分離を可能にし、取締役会の意思決定機能、監督機能を高めるとともに、業務

　　　 執行の迅速化かつ効率化を図ることを目的として、執行役員制度を導入しています。

　　　 原則として、定例取締役会終了後に執行役員会を開催し、取締役会の決定事項・報告事項の説明、執行役員からの業務執行状況の報

　　　 告、情報交換を行います。

　　　 １）執行役員会の構成メンバー

　　　　　 ・取締役社長（１名）及び執行役員（17名、女性０名）

　　　　　 ・監査役は、執行役員会に出席し意見を述べることができるものとしています。

　　　 ２）執行役員会の開催回数（2020年度）

　　　　　 13回

２．監査役監査の状況

　　本報告書提出日現在、当社は、社外監査役２名を含む監査役４名で監査役会を構成しており、監査役会が定めた監査の方針及び業務の分

　　担等に従って監査を実施しています。

　　監査役会の議長は、常勤監査役である松下謹二が務めています。また、社外監査役である部谷由二は、西日本鉄道（株）の経理・財務部門

　　における長年の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものです。



　　さらに、監査役会及び監査役の職務を補助する組織として監査役室を設置しています。本報告書提出日現在、監査役室は、専任の監査役室

　　長１名のほか、他部門・部署との兼務者１名で構成されています。

　　１）監査役会の構成メンバー

　　　　監査役４名（常勤監査役１名、非常勤監査役３名（うち社外監査役２名）、女性０名）

　　２）監査役会の活動状況（2020年度）

　　　　監査役会は、原則月１回開催しています。

　　　　・開催回数：12回

　　　　・出席状況：松下謹二100％

　　　　　　　　　　　 渡邊崇（2020年６月26日付で監査役退任）100％

　　　　　　　　　　　 島田秀彦（2020年６月26日付で監査役就任、2021年６月29日付で監査役退任）100％

　　　　　　　　　　　 部谷由二92％

　　　　　　　　　　　 松永守央100％

　　　　・監査役会は、常勤監査役からの業務監査の経過報告及び会計監査人からの監査結果等の報告を受け協議するほか、監査方針と計

　　　　　画、業務の分担、監査役会監査報告の作成、会計監査人の評価と再任適否に関する事項、会計監査人の報酬に対する同意等につい

　　　　　て決議を行いました。

　　　　　各監査役は、取締役会等に出席して、取締役等の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　　　常勤監査役は、取締役会のほか、経営会議、執行役員会、内部統制委員会等の重要な会議に出席して取締役及びその他の使用人等

　　　　　からその職務の執行状況の報告を受け必要に応じ説明を求めたほか、重要な決裁書類等の閲覧、当社の主要な部門・部署及びグルー

　　　　　プ会社に関して業務及び財産の状況を調査しました。また、会計監査人から監査の実施状況・結果の報告（監査上の主要な検討事項を

　　　　　含む。）を受け、必要に応じ説明を求め協議しました。

３．内部監査の状況

　　当社及びグループ会社の内部統制システムの構築・運用・評価に関する基本方針策定の支援及びその運用状況に対する内部監査を行う部

　　門としてリスクマネジメント部を設置しています。

　　本報告書提出日現在、リスクマネジメント部は、兼任の部長（リスクマネジメント部長が主務）１名、専任の担当者５名で構成されています。

　　リスクマネジメント部は、内部統制システム及び自律的内部統制活動の妥当性と有効性を評価し、改善に資するため、当社及びグループ会社

　　を対象として内部監査を行っています。また、その監査結果は、各職制にフィードバックし改善を促すとともに、その概要について内部統制委

　　員会に報告しています。

４．会計監査の状況

　（１）監査法人の名称

　　　 有限責任　あずさ監査法人

　（２）継続監査期間

　　　 15年間

　（３）業務を執行した公認会計士

　　　 有限責任 あずさ監査法人　指定有限責任社員　業務執行社員　蓮見貴史氏（2020年度を含む継続関与年数２年）

　　　 有限責任 あずさ監査法人　指定有限責任社員　業務執行社員　山田尚宏氏（2020年度を含む継続関与年数３年）

　（４）監査業務に係る補助者の構成

　　　 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、公認会計士試験合格者２名、その他６名です。

５．指名、報酬決定の機能に係る事項

　　本報告書のＩ－１【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１】（情報開示の充実）の（３）「経営陣幹部・取締役の報酬

　　決定の方針・手続」及び（４）「取締役・監査役候補の指名及び経営陣幹部の選定・解任の方針・手続」に記載していますので、ご参照ください。

６．当社と取締役・監査役との間で締結している責任限定契約の内容の概要

　　当社は会社法第427条第１項に基づき、業務執行取締役等でない取締役及び監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任

　　について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償責任限度額を法令が規定する最低責任限度額とする契約を締結して

　　います。

７．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　　当社は、取締役全員及び監査役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

　　締結しており、被保険者である取締役及び監査役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに

　　よって生ずることのある損害（法律上の損害賠償金及び争訟費用）を当該保険契約により填補することとしています。当該保険契約に係る年

　　間保険料のうち、株主代表訴訟補償特約部分に係る保険料（年間保険料のうち5.3％）は、被保険者である取締役及び監査役が実質的に負

　　担しています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

本報告書のＩ－１「基本的な考え方」の（２）「当社におけるコーポレート・ガバナンスの基本的体制」に記載していますので、ご参照ください。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2021年６月29日開催の第130期定時株主総会招集通知を、法定期日より５営業日前の６
月７日に発送しました。

電磁的方法による議決権の行使
株主名簿管理人が運営する議決権行使サイトを利用して、電磁的方法（パソコン又はスマ
ートフォンを用いたインターネット）による議決権の行使を可能としています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 株主総会招集通知（要約）の英訳版を作成し、当社ホームページに掲載しています。

その他

株主総会招集通知を当社ホームページ及び株主名簿管理人が運営する専用のサイトに
掲載しています。

なお、当社ホームページには、2021年６月29日開催の第130期定時株主総会招集通知を
発送日より３営業日前の６月２日に掲載しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
「ディスクロージャーポリシー」を策定し、当社のホームページに掲載しています
。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回、通期決算発表後（概ね５月下旬）及び第２四半期決算発表後（概ね11
月下旬）に、アナリスト・機関投資家を対象とした決算説明会を開催しています
。

代表取締役社長が、決算内容、当社グループの戦略等について説明していま
す。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算短信をはじめとする適時開示資料、有価証券報告書・四半期報告書、株
主総会招集通知、コーポレート・ガバナンスに関する報告書のほか、決算説明
会の資料を掲載しています。

また、決算説明会の動画配信も実施しています。

URL https://www.krosaki.co.jp/ir/kessan

IRに関する部署（担当者）の設置
総務グループをIR担当部署としています。

以下の問い合わせフォームからお問い合わせください。

https://www.krosaki.co.jp/contact-form-a



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

2003年４月に策定したミッション・ステートメントにおいて、「あらゆる活動を通じ事業価値向
上につとめ、株主の利益に貢献します。」を当社グループの経営方針のひとつに位置づけ
ています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
2001年６月に、環境宣言を行いました。2002年にはISO14001の認証を取得し、省エネ、産
廃削減環境に配慮した製品開発などに取り組んでいます。

また、毎年「環境報告書」を作成し、当社のホームページに掲載しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

内部統制システムの基本方針において、法令等に開示が定められた重要経営情報を適切
に開示するほか、IR活動やウェブサイトを通じ、積極的な情報開示に取り組む旨を定めて
います。

また、この基本方針に則って「ディスクロージャーポリシー」を策定し、当社のホームページ
に掲載しています。

株主との建設的な対話に関する方針については、本報告書のＩ－１【コーポレートガバナン
ス・コードの各原則に基づく開示】【原則５－１】（株主との建設的な対話に関する方針）に記
載していますので、ご参照ください。

その他

現状、取締役、監査役、執行役員に女性は存在しません。

当社として、女性であることを理由に役員への登用の有無を決定する取扱いはしていませ
んが、役員にふさわしい人材であれば、性別に関係なく、登用を検討します。

また、2021年６月１日現在、全管理職（645名）中、女性は19名です。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムについての基本的な考え方

　　当社は、2006年５月12日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針を制定し、2020年４月１日付で一部改定しました。その概要

　　は次のとおりです。

　　（１）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　　取締役は、当社グループのミッションステートメントに基づき、法令を遵守する。また、取締役会規程に基づき取締役会において経営上の

　　　　　重要事項の決定を行い、報告を受ける。

　　　　　取締役の職務執行の法令・定款への適合性については、取締役同士で監視し合うほか、監査役会による監査を受ける。

　　（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　　　取締役会、経営会議、内部統制委員会等の重要会議の議事録を作成するとともに、それらの議事録や決裁伺書等情報の保管を情報管

　　　　　理に関する規程に基づき適切に行う。また、法令等に開示が定められた重要経営情報を適切に開示するほか、ＩＲ活動やウェブサイトを

　　　　　通じ、積極的な情報開示に取り組む。

　　（３）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　　内部統制基本規程に、日常の各部門の役割及び危機発生時の対応について定めている。

　　　　　当社グループの内部統制システムの運用は、当社各部門長及びグループ会社社長の責任のもとに行われる自律的マネジメント（リスク

　　　　　の把握、評価、対策立案、対策実施、自主点検等）を基本とする。

　　　　　当社及びグループ会社の内部統制システムの構築・運用・評価に関する基本方針策定の支援及びその運用状況に対する内部監査を行

　　　　　う部門としてリスクマネジメント部を設置する。

　　　　　当社の各部門及びグループ会社の内部統制活動に関して、業務分野ごとに専門的知識を有する当社機能部門がグループ横断的に指

　　　　　導・支援を行う。

　　　　　内部統制委員会を設置し、定期的な会議等でリスクへの対応状況について各内部統制委員及びリスクマネジメント部からの報告を受け、

　　　　　必要に応じて指導を行う。また、リスクマネジメント部からの内部監査報告を受ける。それらのうち、重要な事項については、経営会議及び

　　　　　取締役会に報告する。

　　　　　社内監査役、当社総務グループ員、社外専門機関等を通報窓口とした内部通報制度を設け、当社グループ内で違法・不当な行為が行わ

　　　　　れていた場合及びその疑いのある場合に通報を受付け、その事実関係を調査して結果を所定の社内関係者及び求めがあれば通報者に

　　　　　知らせるとともに、違法・不当な行為が確認された場合には就業規則に基づきその行為者の処分を行う。

　　　　　危機発生時には、内部統制委員会の中に緊急対策本部を設置し、損失を最小限にとどめるべく活動する。

　　（４）当社の取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　　取締役会決議により、各取締役の職務分担を適切に行うとともに、組織及び職制規程、業務分掌規程にその基本的職務を規定する。ま

　　　　　た、決裁伺規程、共通職務権限規程により取締役及び主要な使用人の決裁権限、責任を規定する。

　　　　　経営計画、事業戦略、投融資等の重要な経営事項は、経営会議等により十分に審議した上で、取締役会規程に基づき取締役会で決議

　　　　　を行う。

　　（５）当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　　法令、定款、社内規程違反も業務遂行上のリスクのひとつと捉え、上記（３）で記載した内部統制の仕組みにより、使用人の職務執行が法

　　　　　令、定款、社内規程に適合することを確保する。また、使用人が適法に業務遂行できるよう、計画的に教育・啓発活動を実施する。

　　（６）当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　　　　当社は、グループ会社の管理に関して、関係する規程に基本的なルールを定め、その適切な運用を図る。

　　　　　グループ会社は、当社との情報の共有化等を行い、自律的内部統制に関する施策の充実を図る。

　　　　　また、各グループ会社と業務上の繋がりの強い当社の部門を主管部門として位置付け、グループ会社の内部統制整備・運用状況の把握

　　　　　に努め、当社機能部門及びリスクマネジメント部と情報共有するとともに、必要に応じ当社機能部門に支援を求める。

　　　　　イ．グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　　　　　当社「グループ経営運用規程」に基づき、各グループ会社は事業方針、事業計画、予算等の経営上の重要事項について、当社と事前

　　　　　　　協議を行う。また、決算、事業概況等については、当社がグループ会社に報告を求めるとともに、助言等を行う。

　　　　　ロ．グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　　　　当社「内部統制基本規程」に基づき、各グループ会社はリスク管理事項について自主点検を行う。自主点検の結果、あるいは業務の

　　　　　　　遂行を通して、問題が発生、若しくは発生のおそれがあると確認された場合、当社に報告を行う。

　　　　　　　また、当社はリスクマネジメント責任者会議を定期的に開催し、当社の内部統制活動について各グループ会社に周知を図る。

　　　　　　　加えて、当社から主要なグループ会社に対して取締役及び監査役の派遣を行い、直接経営に関与及び監査をする。

　　　　　　　さらに、当社の内部通報窓口は、グループ会社からの通報も受付け、事実確認を行う。

　　　　　　　不適切な事実が認められた場合、当該グループ会社は、当該使用人、場合によってはその管理者について指導及び懲戒処分を行う。

　　　　　ハ．グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　　　　当社は定例会議等を通して各グループ会社から業務執行状況等の報告を受け、マネジメントに関する支援を行う。

　　　　　ニ．グループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　　　　当社は、各グループ会社における法令遵守及び内部統制の整備・運用状況並びに法令違反、若しくは違反のおそれのある行為・事実

　　　　　　　について各グループ会社に対し報告を求めるとともに、必要な支援・助言・指導等を行う。

　　（７）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使用人の取締役から

　　　　　の独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　　　当社は、監査役の業務の円滑な遂行を目的に、監査役の職務を補助する専任のスタッフを置く。取締役からの独立性を確保するため、そ

　　　　　のスタッフは監査役直属とし、監査役の指示の下で業務を行う。監査役スタッフの異動及び人事考課等については、常勤監査役と総務人

　　　　　事部長との間で事前に協議する。

　　（８）当社の監査役への報告に関する体制

　　　　　イ．当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

　　　　　　　当社の取締役及び使用人は、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重要事項について適宜監査役に報告する。また、リスクマネジメ

　　　　　　　ント部は内部監査の結果をはじめ、業務をとおして知り得たリスクマネジメント上の重要事項についても適宜監査役に報告を行う。

　　　　　　　監査役は、取締役会、経営会議等の重要会議へ出席し、また、重要な決裁伺書の回付を受けることで経営上の重要事項について取

　　　　　　　締役との情報共有を行う。

　　　　　ロ．グループ会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

　　　　　　　グループ会社の取締役、監査役、使用人等は、各グループ会社における職務執行の状況、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重

　　　　　　　要事項について、適宜当社の監査役に直接又はリスクマネジメント部を通じて報告を行う。



　　（９）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　　　　当社は、内部統制基本規程及び内部通報規程等に基づき、これらの報告をした者に対し、報告をしたことを理由に不利な取扱いを行わな

　　　　　い。

　　（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処

　　　　　理に係る方針に関する事項

　　　　　当社は、監査役の職務執行上必要と認める費用を予算に計上する。また、監査役が緊急又は臨時に支出した費用については、事後、監

　　　　　査役の償還請求に応じる。

　　（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　　監査役の監査に際して、取締役及び監査対象部署の職員は、資料の開示等情報提供に協力する。

　　　　　リスクマネジメント部は、グループ会社を含む全社の内部統制に関し、監査役と定期的に、かつ必要の都度、情報交換を行う。

　　（12）反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及び体制整備に関する事項

　　　　　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決することを基本方針とする。

　　　　　反社会的勢力に関する事項については総務人事部総務グループを対応窓口とし、反社会的勢力からの理不尽な要求等が発生した場合

　　　　　には、総務グループへ連絡をするよう周知徹底する。当社への反社会的勢力からの接触等があった場合には、警察に連絡・相談し指導

　　　　　を受けながら適切な対処を行う。

２．内部統制システムの整備状況

　　当社グループは、内部統制システム、リスク管理体制及びグループ会社の業務の適正を確保するための体制を整備し、それらに関する社内

　　規程に基づいて、内部統制システムの運用、リスクの管理及びグループ会社の業務の適正の確保を行っています。

　　なお、当社は、グループ会社の管理に関して、関係する規程に基本的なルールを定め、その適切な運用を図っています。グループ会社は、当

　　社との情報の共有化等を行い、自律的内部統制に関する施策の充実を図っています。また、各グループ会社と業務上の繋がりの強い当社の

　　部門を主管部門として位置付け、グループ会社の内部統制整備・運用状況の把握に努め、当社機能部門及びリスクマネジメント部と情報共有

　　するとともに、必要に応じ当社機能部門に指導・支援を求めることとしています。

　　（１）各職制

　　　　　当社グループの内部統制システムの運用は、当社各部門長及びグループ会社社長の責任のもとに行われる自律的マネジメント（リスク

　　　　　の把握・評価、対策立案、対策実施、自主点検等）を基本としています。

　　（２）主管部門

　　　　　グループ経営を円滑に行うため、グループ会社の事業と最も密接に関係する部門を主管部門とし、内部統制に関しては、グループ会社の

　　　　　統制状況の把握・フォローを行っています。また、必要に応じ当社機能部門への指導・支援要請を行います。

　　（３）機能部門

　　　　　購買、品質、販売、財務・税務等、機能別リスクマネジメントに関し、当社各部門及びグループ会社を指導・支援する部門として、購買部、

　　　　　品質保証部、営業本部、財務部等の機能部門を設置しています。

　　（４）リスクマネジメント部

　　　　　当社及びグループ会社の内部統制システムの構築・運用・評価に関する基本方針策定の支援及びその運用状況に対する内部監査を行

　　　　　う部門としてリスクマネジメント部を設置しています。

　　　　　内部統制システムの整備・運用状況については、経営会議及び取締役会に定期的に報告しています。

　　（５）内部統制委員会

　　　　　内部統制委員会を設置し、定期的な会議等でリスクへの対応状況について各内部統制委員及びリスクマネジメント部からの報告を受け、

　　　　　必要に応じて指導を行っています。また、リスクマネジメント部からの内部監査報告を受けています。

　　　　　なお、危機発生時には、内部統制委員会の中に緊急対策本部を設置し、損失を最小限にとどめるようにしています。

　　（６）内部通報制度

　　　　　社内監査役、総務グループ員、社外専門機関等を通報窓口とした内部通報制度を設け、当社グループ内で違法・不当な行為が行われて

　　　　　いた場合及びその疑いのある場合に通報を受付け、その事実関係を調査して、結果を所定の社内関係者及び求めがあれば通報者に知

　　　　　らせるとともに、違法・不当な行為が確認された場合には就業規則に基づきその行為者の処分を行います。

　　　　　なお、通報者の保護のため、いかなる者も、適正に通報を行ったことを理由として、通報者に対して一切不利益な取り扱いをしてはならな

　　　　　い旨を内部通報規程に定めています。

　　（７）リスクマネジメント責任者会議

　　　　　グループ会社との内部統制に関する情報の共有化及び意見交換の場として、リスクマネジメント責任者会議を開催しています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方　

　　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固として対決することを基本方針としています。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　（１）対応窓口

　　　 反社会的勢力に関する事項については、総務グループを対応窓口とし、反社会的勢力からの理不尽な要求等があった場合には、総務グ

　　　 ループへ連絡するよう周知徹底しています。当社へ反社会的勢力からの接触等があった場合には、警察に連絡・相談し、その指導を受けな

　　　 がら、適切な対処を行います。

　（２）情報収集

　　　 福岡県企業防衛対策協議会に加盟して警察や近隣他社との連絡を密にし、反社会的勢力に関する情報収集を図っています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は企業価値及び株主価値を向上させ、市場から適正な評価をいただくことが最良の買収防衛策と考え、経営の更なる効率化を進めています
。

ライツプラン等の買収防衛策については、法令、経営環境の変化等により、適宜検討することとしています。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制

　 下図をご参照ください。

２．適時開示体制の概要

　　当社の重要情報（子会社の情報を含む。）は、本社部門である経営企画部、財務部、総務グループで収集に努めています。

　　収集された情報について、経営企画部、財務部、リスクマネジメント部、総務グループにより構成される開示委員会にて情報の内容を確認の

　　うえ、情報管理責任者（総務人事部長）が有価証券上場規程及び関係諸法令に基づき、また任意開示の是非も考慮し、開示要否の判定を行

　　います。

　　決定事実については、決議後直ちに、発生事実や決算情報については、代表取締役社長の決裁後直ちに開示することとしています。


